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市からの連絡帳

西東京市の市外局番は０４２です。おかけ間違いのないようにお願いします。

クラブを設立してみたい方は、高齢
者支援課にご相談ください。
□人数　市内在住の６０歳以上の方が
３０人以上いること
□活動　次の全ての活動を行うこと
①社会奉仕活動（友愛活動、美化活
動、老人施設慰問な

ど）
②健康をすすめる活動（各種軽スポ
ーツ、ハイキング、体操な

ど）
③生きがいを高める活動（学習活動、
各種趣味活動な

ど）
◆高齢者支援課 　保 （札４３８－４０２８）

■介護保険サービスで住宅改
修費の支給が受けられます
　介護保険サービスでは、手すりの
取り付けや段差解消などの住宅改修
をした際、２０万円の限度額内で、住
宅改修にかかった費用の９割が後か
ら支給されます。ただし、住宅改修
費支給のサービスを受けるために
は、工事をする前に必ず市役所へ事
前申請をし、承認を受ける必要があ
りますので、詳細はケアマネジャー
や地域包括支援センターまでご相談
ください。
　対 介護保険で要支援１・２、要介護
１～５いずれかの要介護認定を受け
ている方
◆高齢者支援課 　保 （札４３８－４０３２）

の内容や質などを評価し、その結果
を公表します。
◎市内施設も積極的に第三者評価を
受けています！
　平成２１年度は、市内の公立施設８
か所、民間施設３８か所が第三者評価
を受けました。その結果は、下記で
閲覧することができます。
　HP  http://www.fukunavi.or.jp
　市では、市報や市　HP で第三者評価
を普及、啓発するとともに、介護保
険連絡協議会などを通じ、事業者に
第三者評価受審を促進しています。
◎受審費補助金を交付します！
　市では、東京都が定める福祉サー
ビスを提供する事業者に対し、第三
者評価を受審する費用の一部を補助
します。補助金を活用し第三者評価
を実施する場合は、市の認定が必要
になりますので、生活福祉課へご連
絡ください。
◎認定ステッカーは評価を受けた目
印です！
　第三者評価を受審した事業者に
は、東京都福祉サービス評価推進機
構から認定ステッカーが交付されま
す。ステッカーは事業所の入口や自
動車などに掲示していますので、参
考にしてください。
◆生活福祉課 　保 
　（札４６４－１３１１　内線２３１１）

■いきいきシニアライフ
～老人クラブを設立しませんか～
　老人クラブは、高齢者の多様な社
会活動を通じ、生活を豊かにすると
ともにいきいきとした高齢社会の実
現を目的とした事業を行う団体で
す。
　以下の全て満たす老人クラブに
は、補助金を交付しています。老人

□申告期限　平成２３年１月３１日捷
　問 東京都多摩建築指導事務所
（札０４２－４６４－２１５４）
◆資産税課 　田 （札４６０－９８３０）

■家屋調査にご協力を
　下記の期間中に新築・増築などを
した家屋は、平成２３年度から固定資
産税・都市計画税の課税対象となり
ます。
　これに伴い、市では税額の基とな
る家屋の評価額を算出するため家屋
調査を行っています。
　対 平成２２年１月２日～平成２３年１月
１日の期間中に新築・増築などをし
た家屋
□家屋調査　家屋の内装・外装（屋
根・外壁・天井な

ど）および住宅設備
（風呂・トイレな

ど）
□調査日時　調査対象となる家屋の
所有者には、事前に書面でお知らせ
します。書面が届きましたら、資産
税課までご連絡ください。日程調整
のうえ、調査に伺います。
◆資産税課 　田 （札４６０－９８３０）

 福　祉 

■東京都福祉サービス第三者
評価をご存知ですか？
　市では、福祉サービスの利用者が
自分に合ったサービスを選択する際
の目安となる情報提供を行うこと
と、サービス提供事業者のサービス
向上への取り組みを支援することを
目的とし、福祉サービス第三者評価
の普及、啓発を進めています。
◎福祉サービス第三者評価とは？
　事業者でも利用者でもない第三者
評価機関が、客観的に福祉サービス

 税 

■認定長期優良住宅に係る固
定資産税の減額
　平成２２年１月２日から平成２３年１
月１日までの間に、下記の要件を満
たした認定長期優良住宅を新築した
場合、当該住宅に係る固定資産税を
一定期間、２分の１減額します（都
市計画税は除く）。
□要件　①「長期優良住宅の普及の
促進に関する法律」に規定する認定
長期優良住宅であること
②平成２２年１月２日～平成２３年１月
１日に新築された住宅であること
③居住部分の床面積が当該家屋の床
面積の２分の１以上であること
④居住部分の床面積が５０㎡（一戸建
以外の貸家住宅は４０㎡）以上２８０㎡以
下であること
□減額期間

□減額範囲
居住部分…床面積が１２０㎡までのも
のはその全部、１２０㎡を超えるもの
は１２０㎡相当部分が減額対象。
□必要書類
①認定長期優良住宅に係る固定資産
税の減額適用申告書
②長期優良住宅の普及の促進に関す
る法律施行規則第６条、第９条また
は第１３条に規定する通知書の写し
（東京都多摩建築指導事務所が発行
した、認定長期優良住宅であること
を証する通知書の写し）

□入院時食事および生活療養標準負担額

生活療養標準負
担額（療養病床
に入院する場合）

食事療養
標準負担額

自己負担額（月額）
負担
区分所得区分 外来＋入院

（世帯ごと）
外来（個人
ごと）

１食２１０円
（居住費）
１日３２０円

直近１２か月
で９０日を超
える入院

９０日まで
の入院

２万４，６００円

８，０００円１割

低所得Ⅱ
１食
１６０円

１食
２１０円

１食１３０円（居住
費）、１日３２０円１食　１００円

１万５，０００円
低所得Ⅰ

１食１００円１食　１００円（老齢福祉年
金受給者）

　決定額－仮徴収済分（４月・６
月・８月）＝１０月・１２月・２月の
年金額から引かれる額
◎年金から天引きでなかった方
　７月中旬に「後期高齢者医療保
険料決定通知書兼納入通知書」を
お送りします。納付書は７月から
８期に分けてお支払いいただきま
す。
◎自動支払いを希望される方
　同封の「預金口座振替（自動払
込）依頼書」により金融機関での
手続きが必要です。
　第１期（納期限８月２日捷）は
口座振替（自動払込）の開始時期
に間に合いませんのでお近くの金
融機関などでお支払いください。
　第２期（納期限８月３１日昇）以
降口座振替（自動払込）の開始が
可能となります。
◎平成２２年２月１日以降に後期高
齢者医療制度に加入された方・転
入などされた方、平成２０・２１年度
の所得が更正された方
　平成２２年度「後期高齢者医療保
険料額決定通知書」のほかに、随
時賦課用の「後期高齢者医療保険
料額決定通知書」をお送りしてい
ます。納期は、８月２日捷のみと
なります。

■「後期高齢者医療被保険者証」の更新

　８月から有効の後期高齢者医療
被保険者証を被保険者１人ずつに
７月中旬から簡易書留郵便でお送
りします。
　配達日に不在のときは、郵便局
で保管し、保管期間経過後は、保険
年金課（田無庁舎２階）のみでの受
け取りになります。
□新しい被保険証　ふじ色
□有効期間　８月１日～平成２４年
７月３１日
※被保険者証以外の色は、変わり
ません。

■後期高齢者医療保険料の支払い

　保険料の計算は、２１年中（２１年
１月～１２月）の所得に基づいて２２
年度の保険料を計算し、「後期高
齢者医療保険料額決定通知書」を
７月中旬以降にお送りします。
　後期高齢者医療保険料の保険料
率は、２年ごとに見直され、原則
東京都内で均一となります。
　詳細は、市報４月１５日号をご覧
ください。
◎年金天引きの方
　２１年中の所得による保険料の決
定通知書をお送りします。

非課税であって、年金収入８０万円
以下（その他の所得がない）の方・
老齢福祉年金受給者
　現在、認定証をお持ちでない方
で、上記に該当される方は、申請が
必要です。
　認定証を入院の際に提示するこ
とにより食事代と保険適用の負担
が減額されます。
　広域連合では、後期高齢者医療
制度について、「東京いきいきネッ
ト」　HP で情報提供を行っています。
　HP  http://www.tokyo-ikiiki.net

■「後期高齢者医療限度額適用・
標準負担額減額認定証」の更新

　後期高齢者医療限度額適用・標
準負担額減額認定証（認定証）の使
用期限は７月３１日松です。
　このことに伴い、現在認定証を
お持ちの方で、８月から該当され
る方には、７月下旬送付します。
　対 後期高齢者医療被保険者証の一
部負担金の割合が１割負担の方
①低所得衛…世帯員全員が住民税
非課税の世帯に属する方
②低所得英…世帯員全員が住民税

◆保険年金課 　田 （札４６０－９８２３）

減額期間住宅の種類

新たに課税される
年度から７年間

３階建以上の準耐火
構造および耐火構造
の住宅

新たに課税される
年度から５年間上記以外の住宅

後期高齢者医療制度


